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研究成果の概要（和文）：　本研究は、アメリカ合衆国における知的障害者の市民としての権利に対する認識の
変化を明らかにしたものである。20世紀前半に、市民としての権利の中でも特に兵役、婚姻、生殖の権利に焦点
を当て、知的障害者からそれらの権利を剥奪すべきか、あるいは付与すべきかをめぐって、知的障害者と日常的
に接していた収容施設の関係者や医師、そして優生学運動に関与していた人々による議論を中心に分析した。そ
れにより、市民としての権利を行使するために必要とされる能力や特性、政府の知的障害者に対する政策がこの
時期に変化したことを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：　This study examines changes in perceptions of the rights of persons with 
intellectual disabilities as citizens in the United States. Focusing on military service, marriage, 
and reproductive rights, among other civil rights, in the first half of the twentieth century, the 
study analyzes the debate among directors of institutions for the intellectually disabled, doctors, 
and those involved in the eugenics movement, over whether these rights should be stripped or granted
 to persons with intellectual disabilities. In doing so, we see the changes in the abilities and 
characteristics required to exercise their rights as citizens, as well as  in the government policy 
toward the intellectually disabled during this period.

研究分野： アメリカ史

キーワード： アメリカ　知的障害　精神薄弱　精神遅滞　優生学　権利
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研究成果の学術的意義や社会的意義
 　本研究は、アメリカ合衆国において知的障害者がどの程度市民としての権利を行使することができるのかと
いう問題に関して行われてきた議論に焦点を当てている。それはは、コミュニティの一員になるための基準、そ
してその中で「差異」に対処する方法などに関する人々の見解を反映している。従ってそれを検討することは、
市民としての権利を行使するためにどのような能力や特性が必要とされるのか、誰がそれを決定するのか、国家
は市民の福利を促進するために扶助する義務があるのか、といったような普遍的な問題を考察することに寄与す
ることができる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 アメリカ合衆国（以下、アメリカ）において知的障害の歴史に対する関心が高まったのは、1980
年代以降のことである。それまでの知的障害に関する研究は、主に知識やサービスの進歩の歴史
として描かれてきた。焦点が当てられたのは優れた教師や医師などの業績であり、それを経済
的・社会的・政治的変化の中に位置付けてはおらず、サービスによって影響を受ける人々、その
家族、ケアの提供者などの声は含まれていなかった。障害者の権利運動や 1990 年の米国障害者
法の制定などを通して、障害にも歴史があり、障害が社会的に構築されてきたということが理解
されるようになってきた。 
そして 1980 年代以降、障害の歴史をより広いアメリカ史に組み込むような研究が行われるよ

うになった。障害の概念が形成される過程が検討され、障害の定義に社会的・文化的な要因がい
かに多大な影響を及ぼしてきたのかということが明らかにされてきた。さらに、これまで発言権
を与えられてこなかった人々の声に耳を傾けようとする研究も行われるようになってきており、
知的障害者とその家族、施設の管理者、ケアの提供者などの相互作用にも焦点が当てられている。
こうして、知的障害の歴史は、教育史、家族史、法制史、労働史、軍事史、医学史などの、より
広範囲にわたるテーマと結び付けられるようになってきている。このような状況を踏まえ、本研
究では知的障害者の権利に焦点を当て、彼／彼女らが市民として社会的に排除・包摂されてきた
過程を考察しようとした。 
 
 
２．研究の目的 
本研究は、アメリカにおける知的障害者の歴史を、市民の包摂と排除という観点から考察する

ことを目的としている。人種、民族、ジェンダーに基づく差別は、長い間その妥当性を疑われ、
不合理な偏見であるとして非難されてきた。しかし、障害に基づく差別（区別）は、障害による
身体的・精神的・知的差異故の当然の結果として広く受け入れられ、法的に正当化され、道徳的
に必要であるとさえ見なされる傾向にある。従って、知的障害者の定義と市民としての権利の関
係を再考することは、「正常」と「障害」の境界線、そして市民権の基本的前提や市民権を付与
する方法に関する疑問を投げかけることである。 
本研究において知的障害とは、客観的な生物学的状態ではなく、議論の対象とする社会的構築

物として分析されるものである。障害者の権利を制限したり保護したりしようとする活動の中
では、障害はさまざまに理解されてきた。一般に「知的障害」とは、同時代人の文化的・社会的
期待に添うのに必要と思われる個人の能力に影響を与えるほど、平均よりもかなり低い知能の
水準を示すレッテルである。知的障害は、個人の生物学的特質に内在する「状態」というよりも、
議論の対象となる社会的構築物として存在している。社会的構築物であるという主張は、知能の
低さの生物学的根拠の可能性を排除するものではなく、そのレッテルの意味が時代や社会的文
脈において変化するので、「正常な知能」の持ち主と「知的障害者」の間に明白な、あるいは一
貫した境界線は存在しないということを示している。 
アメリカの歴史において、知的障害者がどの程度市民としての権利を行使することができる

のかという問題に関してはこれまで議論が続いてきた。その議論は、知的障害者の能力と最善の
利益に関する疑問、彼／彼女らに合理的な決定を行うことができるのか、そしてその決定に責任
を負うことができるのか、知的障害者の権利を制限することによって彼／彼女らを保護するこ
とが必要かどうか、などの問題をめぐって展開されている。こうした議論は、コミュニティの一
員になるための基準、そしてその中で「差異」に対処する方法などに関する人々の見解を反映し
ている。従ってそれを検討することは、市民としての権利を行使するためにどのような能力や特
性が必要とされるのか、誰がそれを決定するのか、国家は市民の福利を促進するために扶助する
義務があるのか、といったような普遍的な問題を考察することに寄与することができる。 
 
 
３．研究の方法 
 近代において、知的障害者は「市民」としての規範からの逸脱に基づいて保護を受けたり権利
を制限されたりするようになった。しかしながら、知的障害者というレッテルが、自動的に権利
の行使からの排除を意味したわけではなかった。法的制限は必要な時に利用される選択肢であ
り、知能が低いと思われるすべての人々に自動的に強制的に適用されたのではなかった。そこで
本研究では、特に 20 世紀前半のアメリカにおける権利に関するいくつかの具体的事例を取り上
げ、知的障害者からそれらの権利を剥奪すべきか、あるいは付与すべきかをめぐって、知的障害
者と日常的に接していた収容施設の関係者や医師、そして優生学運動に関与していた人々によ
る議論を中心に分析する。本研究では、市民としての権利の中でも主に兵役、婚姻、生殖の権利
に焦点を当てる。これらをめぐる議論を分析することにより、市民としての権利を行使するため
に必要とされる能力や特性、政府の知的障害者に対する政策が、歴史的にどのように変化してき
たのかを明らかにする。 



 
 
４．研究成果 
 
(1) 兵役 
国民国家において、国民は市民としての権利を付与されるが、それに伴って国民としての義務

も課せられることになる。国民としての権利が脅かされる時、それを守るために兵役に参加する
ことが国民としての義務に結び付く。すなわち、兵役に参加することは、市民としての権利を有
する者の義務であると考えられていた。逆に言えば、兵役に参加することは、市民としての権利
を得ることにつながった。しかしながら、兵役にはすべての人々が参加できるわけではない。兵
役に就くにはいくつかの条件がある。兵役は、ある特定の条件を要求される一種の「特権」であ
る。歴史的に、身体的、精神的、知的に兵役に耐えられないと思われる人々は、徴兵の対象とさ
れてこなかった。そこで本研究では、特に第一次世界大戦期から第二次世界大戦期にかけて、知
的障害と兵役との関係を分析することにより、知的障害者の市民としての権利がどのように考
えられていたのかを明らかにした。 
20 世紀初頭の優生学運動において、知的障害者は遺伝的欠陥の故に道徳的観念がなくて矯正

不可能であり、生涯にわたる施設収容が必要であると考えられていた。しかしながら第一次世界
大戦後には、知的障害者の多くは「良い市民」と見なすことはできないが、それは教育の不足と
環境の故であり、従って知的障害者に教育の機会を提供すれば、彼／彼女らを施設から退所させ
てコミュニティでの生活に戻すことも可能になると、施設関係者は主張するようになった。さら
に第二次世界大戦期における軍隊及び軍需産業における人的資源の需要は、知的障害者の社会
的地位を大きく変えた。周縁化され、スティグマ化された立場から、戦争遂行努力への彼／彼女
らの参加を必要とする社会的状況において、知的障害者が「生産的な市民」になり得るという新
しい言説が生み出された。この言説によれば、知的障害者は社会において成功するために必要な
教育や職業訓練、機会が否定されているので他者に依存しているのであり、それらが提供されれ
ば「生産的な市民」になることができるだけでなく、その潜在能力を発揮することを可能にする
機会とサービスを提供される権利を有しているという主張につながった。 
 
(2) 婚姻 
 アメリカでは初期から、知的障害者の婚姻を含めた契約の権利に関する法的制限が存在して
いたが、その対象となるのはほんの少数であり、一般にそれほど重度ではない知的障害者には権
利の行使が認められていた。しかし、20 世紀初頭の優生学運動において知的障害は遺伝性と見
なされたので、知的障害者の生殖を抑制するため、多くの州で知的障害者の婚姻を禁止したり、
断種（不妊化）を認めたりする法律が制定された。生殖防止策としてまず取り上げられたのが、
婚姻制限であった。そこで本研究では、特に 20 世紀前半における知的障害者の婚姻の権利に関
する認識の変容について明らかにした。 
知的障害者に対する婚姻制限は、19 世紀末から 20 世紀初頭にかけて、施設長や医師、ソーシ

ャルワーカーなどの特定の職種から支持範囲を拡大していった。しかし、1930 年代には、知的
障害者の婚姻は現実問題として、また社会適応の手段として、専門家によって一般に肯定される
ようになってきた。大恐慌は、施設における財源の縮小と入所申請者数の急増をもたらした。施
設の過密状態とさらなる入所需要に対応するためには、軽度の収容者を施設から退所させてコ
ミュニティに戻す以外にないと、施設長は考え始めた。一部の知的障害者はコミュニティで生活
することができるということが認識されるようになると、専門家は、断種された知的障害者の生
活における結婚の肯定的な機能を指摘するようになった。生殖の可能性が取り除かれれば、結婚
は知的障害者がコミュニティで生活することを容易にし、社会に貢献する能力を高めると主張
されるようになったのである。この時期には、知的障害者の婚姻を制限する新しい法律が制定さ
れることはなく、法律を厳格に施行しようとする試みも衰微していた。しかし、知的障害者の婚
姻を禁止する法律は維持されたままで、それに対する法的な異議申し立てが行われることはな
かった。 
 
(3) 生殖 
 アメリカの優生学運動は、1920 年代末期から 30 年代初頭にかけて退潮期を迎え、それに呼応
するように優生断種は肯定されなくなったとされるが、断種実施数はこの時期にむしろ増加し
た。その背景には、1927 年の連邦最高裁判所の「バック対ベル」判決において、断種法が合憲と
判断されたことがあったのは当然である。しかし、1930 年代には、公立の知的障害者収容施設
の施設長の間で、断種法の有無に関わらず、断種手術を必要とする知的障害者の存在が共通認識
となった。そこで本研究では、特に戦間期の知的障害者の生殖の権利に関する認識と断種政策の
変容について明らかにした。 
大恐慌期には、すでに過密な施設から軽度の収容者を退所させてコミュニティでの生活に適

応させるという理由で、断種手術を実施した。他方で、実際には経済的状況が厳しい中で、就労
先がなくて施設から退所させることができない収容者に、可能な限り「普通の」社交生活を送ら
せるためということで、断種手術は実施され続けた。結婚の肯定的な機能は指摘されるようにな
ったが、知的障害者が子供を産み、親となり、養育することを積極的に是認するということはほ



とんど見られなかった。むしろ多くの施設長は、断種によって親になるというストレスを取り除
くことによって、知的障害者のコミュニティへの適応を促進しようとした。断種は、知的障害者
もコミュニティにおいて「幸福な結婚生活」を送ることを可能にするように思われた。他方で、
1940 年代になると、断種を肯定しながらではあるが、知的障害者が子供を養育することを認め
る立場が提起されるようになった。コミュニティにおける知的障害者の実態調査により、知的障
害が養育上の絶対的な否定条件ではないことが明らかにされてきたのである。第二次世界大戦
後の家族イデオロギーは、子供の数を場合によっては強制的に制限することを前提にしつつも、
知的障害者にも家族を形成する権利を認める言説を生み出した。 
 
以上のように、本研究ではアメリカでは特に戦間期から第二次世界大戦期にかけて、さまざま

な領域において知的障害者の権利に対する認識が変化したことを明らかにした。知的障害者の
権利に関する連邦レベルの政策が本格化するのは 1960 年代以降であるが、この時期にその下地
が形成されていたと言える。しかし、現在でも世論や家族の態度は常にこれらの権利に肯定的で
あるというわけではなく、合理的な配慮や支援が不十分であるために、知的障害者はしばしば公
式には認められている権利を行使することができていない。 
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